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講義のまとめ
「みえる」と「みえない」のあいだで

－最後の事例－

玄田 有史

2015年12月11日

2

学術俯瞰講義
「クールヘッド・ウォームハートｰみえない社会をみるために」
第13回 最終回



労働基準法第十五条

（労働条件の明示）

第十五条 使用者は、労働契約の締結に際し、労
働者に対して賃金、労働時間その他の労働条件を
明示しなければならない。この場合において、賃金
及び労働時間に関する事項その他の厚生労働省令
で定める事項については、厚生労働省令で定める
方法により明示しなければならない。
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労働基準法第十五条

○２ 前項の規定によって明示された労働条件が
事実と相違する場合においては、労働者は、即時に
労働契約を解除することができる。

○３ 前項の場合、就業のために住居を変更した労
働者が、契約解除の日から十四日以内に帰郷する
場合においては、使用者は、必要な旅費を負担しな
ければならない。
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出典：奈良労働局ホームページより
http://nara-
roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/roudoukij
un_keiyaku/hourei_seido/01kizyunhou/01kizyunhou02.html
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＊
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雇用契約締結時に
労働条件通知書を提示する
必要あり。

出典：厚生労働省ホームページより
http://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/roudoujouken01/

＊
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出典：奈良労働局ホームページより
http://nara-
roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/hourei_seido_tetsuzuki/roudoukij
un_keiyaku/hourei_seido/01kizyunhou/01kizyunhou02.html

＊
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労働基準法第十四条第２項
厚生労働大臣は、期間の定めのある労働契約の締結時及び
当該労働契約の期間の満了時において労働者と使用者との間に
紛争が生ずることを未然に防止するため、使用者が講ずべき
労働契約の期間の満了に係る通知に関する事項その他必要な事項
についての基準を定めることができる。

出典：厚生労働省ホームページより
http://www.mhlw.go.jp/houdou/2008/12/h1209-1.html
資料6「有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準について」、2頁。

＊
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出典：厚生労働省ホームページより
http://www.mhlw.go.jp/houdou/2008/12/h1209-1.html
資料6「有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準について」、2-3頁。

＊
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2013年４月１日施行

出典：厚生労働省ホームページより
「労働契約法改正のあらまし」3頁
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/keiyaku/kaisei/pamphlet.html

＊
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出典：厚生労働省ホームページより
「労働契約法改正のあらまし」4頁
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/keiyaku/kaisei/pamphlet.html

＊
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大学等及び研究開発法人の研究者、教員等に対する労働契約法の特例について

2014年4月1日施行

出典：厚生労働省ホームページより
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/keiyaku/kaisei/index.html

＊
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出典：厚生労働省ホームページより
「労働契約法改正のあらまし」8頁
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/keiyaku/kaisei/pamphlet.html

＊
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出典：厚生労働省ホームページより
「労働契約法改正のあらまし」9頁
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/keiyaku/kaisei/pamphlet.html

＊



労働契約法第１７条
（契約期間中の解雇）

使用者は、期間の定めのある労働契約（以下この
章において「有期労働契約」という。）について、や
むを得ない事由がある場合でなければ、その契約
期間が満了するまでの間において、労働者を解雇
することができない。

• ２ 使用者は、有期労働契約について、その有期
労働契約により労働者を使用する目的に照らして、
必要以上に短い期間を定めることにより、その有
期労働契約を反復して更新することのないよう配
慮しなければならない。
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総務省統計局「就業構造基本調査（2012年）」調査票（一部）
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注）2007年調査までは「常雇」「臨時雇」「日雇」区分が用いられてき
た。臨時雇は雇用契約期間が１ヶ月以上1年以内、日雇は1ヶ月未満。

出典：総務省統計局ホームページより
平成24年就業構造基本調査 調査票
http://www.stat.go.jp/data/shugyou/2012/index2.htm

＊



雇用形態は勤め先
における「呼称」（呼ばれ方）。
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資料：総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」を元に作成。



「正規・非正規」は不完全な雇用
政策変数

• 正規・非正規は職場の呼称に過ぎず、内容に曖昧
さを伴う。「（非）正規」は、特定層のみを正当化・優
遇視する差別的呼称の可能性。

• 派遣法改正、有期の無期転換など、安定雇用を目
指した政策は、大部分が「雇用期間」に応じて展開
されているのが実際。

• 拡大が望まれる「多様な正社員」も、勤務地・職務
による条件付無期雇用。
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「正規・非正規」は不完全な雇用
政策変数

• 「正規雇用者」定義の例外として「キャリアアップ助
成金」（＊）。そこでの正規雇用者とは、（１）無期雇
用、（２）非派遣、（３）勤務地・職務非限定、（４）通
常労働者と同一の所定労働時間、（５）通常の就
業規則の長期雇用者。「通常」に曖昧さ。過去「非
正規」呼称の現在「正規雇用者」の可能性。

• 「多様な正社員」は上記に従えば非「正規雇用者」。

• 無期雇用および長期の有期雇用の拡充を目指す
ことが政策的にも明快。
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（＊）有期契約労働者等の正規雇用等への転換等を助成する「正規雇
用転換コース」に関するキャリアアップ助成として事業者に支給
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雇用形態（呼称）と雇用契約期間の関係は、
どうなっているのか？

⇒総務省統計局「就業構造基本調査」（2012年）
からその関係を探る。次回17年調査でも継続予定。

⇒あまりに少ない「雇用契約期間」に関する
経済学研究および統計的分析。



総数 雇用期間の定めなし 期間の定め有り 　　　　１か月未満 １か月以上６か月以下 ６か月超１年以下 １年超３年以下 ３年超５年以下 その他 わからない

　　会社などの役員を除く雇用者 53,537,500 36,698,900 12,119,300 109,300 3,310,900 4,767,700 1,849,200 547,100 1,535,100 4,447,000

　　　　　正規の職員・従業員 33,110,400 30,539,900 1,354,400 7,400 88,500 348,600 311,700 222,300 376,000 1,212,500

　　　　　非正規の職員・従業員 20,427,100 6,159,100 10,764,900 101,900 3,222,500 4,419,100 1,537,600 324,800 1,159,100 3,234,500

　　　　　　パート 9,560,800 3,714,600 4,384,300 26,100 1,440,200 1,920,800 559,900 93,600 343,700 1,348,000

　　　　　　アルバイト 4,391,900 1,566,900 1,485,500 32,900 611,600 494,000 160,500 30,800 155,800 1,276,000

　　　　　　労働者派遣事業所の派遣社員 1,187,300 184,300 839,100 25,200 499,000 144,500 101,100 17,700 51,600 156,000

　　　　　　契約社員 2,909,200 0 2,695,300 10,800 560,400 1,141,200 471,500 87,100 424,200 193,700

　　　　　　嘱託 1,192,600 175,900 946,700 2,600 64,100 542,000 179,500 80,500 78,100 63,300

　　　　　　その他 1,185,400 517,400 414,000 4,200 47,200 176,600 65,100 15,100 105,700 197,300
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• 5354万人の雇用者のうち、正社員は3311万人
• 期間の定めのない雇用者は、3670万人
• 雇用契約期間の「わからない」が445万人

資料：総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」を元に作成。



総数 雇用期間の定めなし 期間の定め有り 　　　　１か月未満 １か月以上６か月以下 ６か月超１年以下 １年超３年以下 ３年超５年以下 その他 わからない

　　会社などの役員を除く雇用者 100.0 68.5 22.6 0.2 6.2 8.9 3.5 1.0 2.9 8.3

　　　　　正規の職員・従業員 100.0 92.2 4.1 0.0 0.3 1.1 0.9 0.7 1.1 3.7

　　　　　非正規の職員・従業員 100.0 30.2 52.7 0.5 15.8 21.6 7.5 1.6 5.7 15.8

　　　　　　パート 100.0 38.9 45.9 0.3 15.1 20.1 5.9 1.0 3.6 14.1

　　　　　　アルバイト 100.0 35.7 33.8 0.7 13.9 11.2 3.7 0.7 3.5 29.1

　　　　　　労働者派遣事業所の派遣社員 100.0 15.5 70.7 2.1 42.0 12.2 8.5 1.5 4.3 13.1

　　　　　　契約社員 100.0 0.0 92.6 0.4 19.3 39.2 16.2 3.0 14.6 6.7

　　　　　　嘱託 100.0 14.7 79.4 0.2 5.4 45.4 15.1 6.7 6.5 5.3

　　　　　　その他 100.0 43.6 34.9 0.4 4.0 14.9 5.5 1.3 8.9 16.6

資料：総務省統計局「就業構造基本調査」
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• 非正規の30％は「期間の定めなし」
• 一方で、非正規の15％は「わからない」
• アルバイトでは30％が「わからない」

資料：総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」を元に作成。
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• 20代から50代では7割以上が無期雇用
• 非正規でも3割前後が無期雇用

資料：総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」を元に作成。
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• 10代、20代前半に多い
• 60代後半、70代前半でも増える傾向

資料：総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」を元に作成。



M.C.ブリントン（ハーバード大学教授）
－企業の不当行為から若者を守れー

• 「日米の高校生のアルバイト事情には決定的な違
いがある。若者がどのように仕事を経験し、企業
が若者のアルバイト経験をどう評価するかがまる
で違う。

• 日本の現状だと、アルバイトはいわば影の世界。
学校とはまったく関係のない世界で、「本番」の就
職活動のときに企業から評価してもらえない。

• この状況は、若者にとって、そして煎じ詰めれば日
本の社会にとって好ましくない。」

25

M.C.ブリントン『失われた場を探して』（NTT出版、2008年、192-193頁）



M.C.ブリントン（ハーバード大学教授）
－企業の不当行為から若者を守れー

• 「高校生とアルバイト先企業の関係には、高校の
監視の目が届かないし、職業安定所の監視の目
も及ばない。高校の進路指導部を通さずに就職し
た高校卒業生の状況もおおよそこれに近い。」

• 「正社員以外の形態で働かなくてはならない若者
が増えている状況を考えると、法律とその執行、そ
して社会的規範を通じて企業の行動をコントロー
ルする必要性はきわめて高まっている。」

26

M.C.ブリントン『失われた場を探して』（NTT出版、2008年、195-196頁）



産業
「わからない」

割合

　　　家事サービス業 37.0 281 N-2-2
　　　酒場，ビヤホール，バー，キャバレー， 31.8 266 M-2-2
　　　持ち帰り飲食サービス業 27.7 270 M-3-1
　　　その他の飲食料品小売業 25.7 211 I-4-8
　　　その他の飲食店 24.2 268 M-2-4
　　　その他の娯楽業 23.5 290 N-3-5
　　飲食店 23.2 264 M-2
　　　学習塾 22.7 299 O-2-3
　　　その他の洗濯・理容・美容・浴場業 22.0 278 N-1-5
　　　食堂，そば・すし店 21.9 265 M-2-1
　　　喫茶店 21.5 267 M-2-3
　宿泊業，飲食サービス業 19.8 261 M
　　　遊戯場 19.5 289 N-3-4
　　　菓子・パン小売業 18.3 209 I-4-6
　　　教養・技能教授業 17.9 300 O-2-4
　　飲食料品小売業 17.2 203 I-4
　　　療術業 17.1 307 P-1-4
　　　料理品小売業 16.1 210 I-4-7
　　　興行場（別掲を除く），興行団 15.9 286 N-3-1

Industry
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産業別雇用契約期間不明割合（多い順）

• 飲食、娯楽、学習塾などで期間不明多い
• 「ブラック・バイト」？

資料：総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」を元に作成。



　　　学校教育（専修学校，各種学校を除く） 2.1 293 O-1-1
　　　電気機械器具卸売業 2.1 190 I-1-13
　　　ガス業 2.0 139 F-1-2
　　　電子応用装置製造業 1.9 117 E-21-3
　　　医薬品製造業 1.9 67 E-8-4
　　　非預金信用機関 1.7 229 J-1-3
　　石油製品・石炭製品製造業 1.6 70 E-9
　電気・ガス・熱供給・水道業 1.6 136 F
　　電気・ガス・熱供給・水道業 1.6 137 F-1
　　　銀行業 1.5 227 J-1-1
　　　ボイラ・原動機製造業 1.4 96 E-17-1
　　　各種商品卸売業 1.4 178 I-1-1
　　　石油精製業 1.4 71 E-9-1
　　　市町村機関 1.3 353 S-2-2
　　　社会保険労務士事務所 1.2 248 L-2-5
　　　金融商品取引業，商品先物取引業 1.2 230 J-1-4
　　　社会保険事業団体，福祉事務所 1.1 313 P-3-1
　　地方公務 1.0 351 S-2
　公務（他に分類されるものを除く） 1.0 348 S
　　　動植物油脂製造業 1.0 28 E-1-8
　　国家公務 0.9 349 S-1
　　　国家公務 0.9 350 S-1-1
　　　協同組織金融業 0.7 228 J-1-2
　　　電気業 0.7 138 F-1-1
　　　都道府県機関 0.6 352 S-2-1

28

産業別雇用契約期間不明割合（少ない順）

資料：総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」を元に作成。



職業
「わからない」

割合
　　　バーテンダー 41.0 147 E-5-2
　　　家政婦（夫），家事手伝い 40.5 131 E-1-1
　　　接客社交従事者 35.7 152 E-6-4
　　　個人教師（学習指導） 26.4 82 B-12-5
　　　飲食物給仕・身の回り世話従事者 25.3 151 E-6-3
　　　音楽家 25.2 75 B-11-1
　　　彫刻家，画家，工芸美術家 23.5 71 B-10-1
　　接客・給仕職業従事者 22.7 148 E-6
　　家庭生活支援サービス職業従事者 22.7 130 E-1
　　　個人教師（舞踊，俳優，演出，演芸） 22.7 80 B-12-3
　　　美容サービス従事者（美容師を除く） 22.0 142 E-4-3
　　　物品賃貸人 21.0 161 E-8-3
　　　その他の漁業従事者 20.0 188 G-3-5
　　　その他の採掘従事者 20.0 282 J-3-2
　　　ハウスクリーニング職 19.7 294 K-2-3
　　　とび職 18.8 265 J-1-2
　　　集金人 18.5 101 C-5-1
　　　海藻・貝採取従事者 18.2 186 G-3-3
　　　娯楽場等接客員 17.0 153 E-6-5
　　　個人教師（他に分類されないもの） 16.9 83 B-12-6
　　採掘従事者 16.2 280 J-3
　　　広告宣伝員 16.2 162 E-8-4
　　　販売店員 15.9 115 D-1-3

Occupation
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職業別雇用契約期間不明割合（多い順）

資料：総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」を元に作成。



　　　大学教員 1.5 63 B-7-6
　　　化学技術者 1.5 21 B-2-6
　　　弁理士，司法書士 1.4 50 B-5-2
　　　機械技術者 1.3 18 B-2-3
　管理的職業従事者 1.2 2 A
　　　法人・団体管理的職業従事者 1.1 9 A-3-1
　　その他の管理的職業従事者 1.1 8 A-3
　　　中学校教員 1.1 60 B-7-3
　　　診療放射線技師 1.0 36 B-3-8
　　　裁判官，検察官，弁護士 0.9 49 B-5-1
　　　獣医師 0.8 31 B-3-3
　　　特別支援学校教員 0.8 62 B-7-5
　　　図書館司書，学芸員 0.8 78 B-12-1
　　　小学校教員 0.7 59 B-7-2
　　　自衛官 0.7 167 F-1-1
　　　高等学校教員 0.7 61 B-7-4
　　　その他の経営・金融・保険専門職業従事者 0.6 56 B-6-4
　　　発電員，変電員 0.4 257 I-5-1
　　　金属技術者 0.4 20 B-2-5
　　　警察官，海上保安官 0.4 168 F-1-2
　　　消防員 0.2 170 F-1-4
　　　社会保険労務士 0.0 55 B-6-3
　　　船長・航海士・機関長・機関士（漁労船） 0.0 185 G-3-2
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職業別雇用契約期間不明割合（少ない順）

資料：総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」を元に作成。



総数 雇用期間の定めなし 期間の定め有り １か月未満
１か月以上６か月

以下
６か月超１年以下 １年超３年以下 ３年超５年以下 その他 わからない

男女計 100.0 68.5 22.6 0.2 6.2 8.9 3.5 1.0 2.9 8.3

男性 100.0 77.2 16.1 0.2 3.6 6.1 2.5 1.1 2.6 6.5

女性 100.0 58.1 30.6 0.3 9.3 12.3 4.6 0.9 3.2 10.5
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• 女性では無期雇用が少ない
• 女性では雇用期間不明も多い

資料：総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」を元に作成。



従業員規模 総数
雇用期間の定めな

し
期間の定め有り １か月未満

１か月以上６か月

以下
６か月超１年以下 １年超３年以下 ３年超５年以下 その他 わからない

総数 100.0 68.5 22.6 0.2 6.2 8.9 3.5 1.0 2.9 8.3

 2 ～　 4 100.0 77.7 6.8 0.2 1.0 1.3 1.0 0.5 2.8 13.6

5 ～　 9 100.0 74.0 10.2 0.2 1.9 2.5 1.7 0.6 3.4 15.1

10 ～  19 100.0 71.1 13.5 0.2 2.7 4.0 2.2 0.8 3.5 14.9

20 ～  29 100.0 69.5 16.6 0.1 3.5 5.5 3.0 0.9 3.6 13.4

30 ～  49 100.0 70.5 18.9 0.2 4.7 6.2 3.0 1.1 3.5 10.3

50 ～  99 100.0 68.4 22.2 0.3 6.2 8.1 3.6 0.9 3.1 9.0

100 ～ 299 100.0 66.3 26.0 0.2 8.0 9.7 4.0 1.0 3.0 7.4

300 ～ 499 100.0 66.2 27.3 0.2 9.3 10.1 4.1 1.1 2.7 6.2

500 ～ 999 100.0 66.9 27.1 0.1 9.2 10.9 3.7 0.9 2.3 5.8

1000 人 以 上 100.0 66.5 27.9 0.2 11.1 10.2 3.5 0.8 2.1 5.4

官　公　庁　な　ど 100.0 73.9 24.4 0.1 4.3 12.6 3.5 1.9 2.0 1.6

その他の法人・団体 100.0 65.9 27.1 0.2 3.1 13.8 5.3 1.3 3.4 6.7
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• 小規模企業で雇用期間が不明多い
• 大企業ほど有期雇用の割合が多い

資料：総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」を元に作成。



33
・「わからない」の低所得は、臨時・日雇いに匹敵

資料：総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」を元に作成。



更新なし 未回答・不詳

更新の有無 １回 ２回 ３～５回 ６～９回 １０回以上

期間の定め有り 13.5 10.5 19.3 10.8 14.6 25.9 3.8

１か月未満 8.0 5.9 9.5 5.0 14.4 47.6 5.5

１か月以上６か月以下 10.9 8.8 18.9 13.6 29.4 14.9 1.1

６か月超１年以下 15.6 13.1 24.4 13.2 12.7 18.8 0.8

１年超３年以下 18.3 12.3 19.7 8.4 6.6 32.1 1.2

３年超５年以下 14.1 8.0 13.6 2.1 1.2 56.3 3.6

その他 7.2 4.7 6.9 3.3 3.1 51.6 22.4

更新あり
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・臨時労働者の相当割合が反復更新

資料：総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」を元に作成。
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10.0
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8.3

24.2

14.7

22.0

17.8

23.1

21.5

29.5

15.9

15.0

11.5

21.8

11.5

14.7

9.3

13.5

15.0

14.1

28.4

12.1

10.3

12.7

18.9

19.9

9.9

19.8

21.1

17.9

16.2

20.2

19.0

15.5

20.1

14.2

11.7

12.5

14.8

12.8

11.9

18.4

22.9

13.7

12.5

4.1

2.5

2.3

3.9

3.7

5.1

9.1

16.2

5.3

8.5

4.8

3.8

1.5

4.9

5.3

9.9

9.3

10.3

3.8

1.8

1.7

4.4

1.3

1.2

1.6

2.6

3.2

1.5

3.1

雇用者（役員除く）

期間の定め有り

１か月未満

１か月以上６か月以下

６か月超１年以下

１年超３年以下

３年超５年以下

その他

雇用期間の定めなし

わからない

継続就業年数（雇用契約期間別）

１ 年 未 満 １ ～ ２ 年 ３ ～ ４ 年 ５ ～ ９ 年 10 ～ 19 年 20 ～ 29 年 30 年 以 上 不明
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資料：総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」を元に作成。



総数
雇用期間の定めな

し
期間の定め有り １か月未満

１か月以上６か月

以下
６か月超１年以下 １年超３年以下 ３年超５年以下 その他 わからない

現職が初職 100.0 79.3 13.4 0.1 3.1 5.1 2.3 0.7 2.1 7.0

前職が初職 100.0 71.0 20.6 0.2 6.2 8.0 3.3 0.8 2.1 8.1

その他が初職 100.0 61.5 29.0 0.3 10.6 10.5 4.2 0.9 2.5 9.1

注）未回答・不詳を除く。初職は、学校を卒業して就職した最初の仕事を指す。通学のかたわらにしたアルバイトなどは含まない。
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• 初職でも7パーセントが雇用期間が不明
• 転職が増えるにつれて有期雇用の割合増加

資料：総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」を元に作成。



総 数 職業訓練・自己啓発をした

総 数
う ち

自 学 ・ 自 習
う ち

公 的 助 成 を
受 け た も の

　　　会社などの役員を除く雇用者 100.0 40.0 31.2 21.2 12.9 2.0 58.7

　　　　　　雇用契約期間の定めがある 100.0 33.7 23.7 18.6 10.7 2.2 64.7

　　　　　　　１か月未満 100.0 26.9 14.7 17.7 7.5 2.7 68.4

　　　　　　　１か月以上６か月以下 100.0 28.4 17.6 16.4 9.4 2.1 70.1

　　　　　　　６か月超１年以下 100.0 36.3 25.8 20.1 11.8 2.1 62.4

　　　　　　　１年超３年以下 100.0 37.2 27.7 20.2 12.0 2.3 61.2

　　　　　　　３年超５年以下 100.0 38.9 29.7 21.4 12.0 3.4 58.5

　　　　　　　その他 100.0 31.8 24.0 15.8 8.3 1.9 65.9

　　　　　　雇用契約期間の定めがない 100.0 44.1 35.6 23.0 14.4 2.0 54.9

　　　　　　わからない 100.0 25.1 16.4 14.3 7.7 1.4 72.9

職 業 訓 練 ・
自 己 啓 発 を
し な か っ た勤 め 先 が

実 施 し た
も の

自 発 的 に
行 っ た も の

37

• 臨時日雇は職業訓練・自己啓発の機会に乏しい
• 有期雇用でも雇用期間が長くなると職業訓練増加

資料：総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」を元に作成。



雇用契約期間が示されないとき
の対処

• 「総合労働相談コーナー」に相談する。

• その他に「法テラス」なども利用可能。

• 「労働相談フリーダイヤル」（連合）

38

日本司法支援センター 法テラス
http://www.houterasu.or.jp/

日本労働組合総連合会（連合）
「なんでも労働相談ダイヤル」

http://www.jtuc-
rengo.or.jp/soudan/tel_soudan/



総合労働相談コーナーとは

• 労働条件、いじめ･嫌がらせ、募集・採用など、労
働問題に関するあらゆる分野についての労働者、
事業主からのご相談を、専門の相談員が、面談あ
るいは電話で個別対応。２００２年度より設置。

• 2014年度には全国で103万件の相談受付。

• 全ての都道府県に設置。相談は無料。

• 総合労働相談コーナーが都道府県労働局企画室
及び労働基準監督署内、主要都市の駅周辺ビル
に設置。
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総合労働相談コーナーとは

• 希望の場合は、裁判所、地方公共団体等、他の紛
争解決機関の情報を提供。

• 所在地一覧
http://www.mhlw.go.jp/general/seido/chihou/kaik
etu/soudan.html

40



41

出典：厚生労働省ホームページより
「総合労働相談コーナー 東京」
http://www.mhlw.go.jp/general/seido/chihou/kaiketu/tokyo.html

＊



42

出典：厚生労働省ホームページより
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000088625.html
「平成26年度個別労働紛争解決制度施行状況」2頁、第1図

＊



今後の対応

• 定義不明で差別的な「正規・非正規」の使用はで
きる限り制限。

• 代わって「雇用契約期間」の概念の普及。

• 労働条件明示の徹底により、雇用契約期間が不
明者をゼロに。

• 不明瞭な雇用契約に置かれやすい学生・高齢者
への重点対応。

43



今後の対応

• 合理的な理由のない短期雇用契約の反復更新の
制限を徹底。

• 期間の定めのない雇用および長期的有期雇用契
約の拡充。

• 総合労働相談コーナー等、個別相談機関の周知
徹底。

• 労働監督業行政の強化。

44
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